
2012 Dec 地域経済研究における制度論的アプローチの諸潮流と展開 47

目　　次
Ⅰ．問題の所在
Ⅱ．進化論的経済地理学－経路依存から経路創出へ
Ⅲ．  地理的政治経済学－外来企業と地域的資産の「戦略
的カップリング」

Ⅳ．  ローカル・ガバナンスアプローチ－一国制度と地域
制度の「創造的不一致」

Ⅴ．  比較地域的制度アプローチ－制度拡張方式による経
路修正

Ⅵ．現代日本における地域経済政策の検討

Ⅰ．問題の所在

今日ほど、政策論指向の地域経済学が求められて
いる時代はない。かつて、福祉国家化を促すケイン
ズレジームとともに確立した「地域政策」（regional 

policy）は、中央政府主導による制度設計の下、開発
援助地区に対する資本や労働力の再配置の促進を通
じた地域再分配政策を方法として、社会的機会の地

域間不平等の是正（社会的目的）、国民統合の維持・
促進（政治的目的）、資源利用の効率化および有効需
要の創出を通じた国民経済の成長（経済的目的）を
目的としていた。「地域政策」における「地域」とは、
広域的な開発援助地区の単位としての地域（region）
であって、独自の政治・経済・社会・文化・環境的
複合体としての発展単位という視点から地域（local, 

region）を捉えるという発想は乏しかった。しかし
1970 年代以降、大量生産＝大量消費を基礎とする国
民経済の高度成長に陰りが見え始めると、膨張する
財政赤字を前にして、地域再分配型の地域政策は縮
小を余儀なくされた。同時に、国内企業の多国籍企
業化と旧来型産業の衰退を背景として、産業の空洞
化が加速し、新しい雇用を生み出すような高付加価
値型の成長産業を創出することが喫緊の課題となっ
た。ここで発展創出の国内的基礎として注目された
のが、サブナショナルな地域経済（local and 

regional economies）の多様性であった。そのため先
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進諸国の地域政策は、地域経済を発展単位に据える
「地域経済政策」あるいは「地域発展政策」を重視す
る時代へと移行していった。その内容は、一般的な
傾向として、地域諸主体の多様な協働形態を奨励し
つつ、国家的な見地から、潜在的な成長地域に対し
て集中的に経済資源を投入することで、グローバル
な都市間競争に打ち勝つような地域経済の形成が掲
げられている。それは他方で、後進地域に対して、地
域再分配政策への依存脱却を求め、自助努力による
内発的発展を奨励していく流れと表裏一体であった。
そのため現実には、少数の国際的な成長地域とその
他多数の衰退地域への二分化が進んでいる（例 , 

Brenner・2004）。
伝統的な新古典派地域経済学によれば、成長地域
と停滞地域の間に生まれる地域間格差（例えば、要
素所得）とは、市場の一時的な摩擦現象であり、市
場メカニズムが健全に機能すれば、生産要素（資本・
労働・土地）が地域間を自由に移動することでいず
れ解消されるものと説明してきた。そのため、地域
政策による市場経済への介入は、市場を通じた生産
要素の移動が不完全な場合（例えば、移動性の低い
労働力）に限定して支持される。しかし実際には、長
期的な収束傾向が観測されない場合が多く、また、生
産要素の自由な移動性は現実的ではないし、個別地
域経済の中には、生産要素の投入に対する産出量が
収穫逓減あるいは収穫一定という仮説が成り立たな
いこともある。他方、技術進歩を規定する知識や人
的資本の役割に注目した内生的成長論を取り込んだ
新古典派地域経済学は、これらの成長資源が局所的
に蓄積することで収穫逓増効果をもたらし（集積の
正の外部効果）、長期的にも地域間格差は維持される
という見方を支持している。ただし、特定地域にお
ける経済活動の集中化によって、地価や賃金の高騰、
混雑や環境汚染といった集積の負の外部効果が生じ
るので、経済活動の分散化傾向、つまり、地域間格
差の縮小化作用も働きはじめる（例 , Armstrong & 

Taylor・2000; McCann・2001）。とはいえ、後者の研
究潮流に従えば、市場メカニズムが健全に機能すれ
ば、いずれの地域でも望ましい成長を達成できると
いうわけではない。Armstrong & Taylor（2000）が
示唆するように、個別地域の制度的環境に起因する
局所的な技術進歩や累積的な経済成長を前にして、地
域間格差の固定化傾向の突破口となるような地域政
策を提言できるかが重要課題となっている。

Paul Krugmanや藤田昌久を主導的研究者とする
「新経済地理学」は、生産の収穫一定・逓減と完全競
争を前提とする伝統的な新古典派地域経済学と違っ
て、規模経済による収穫逓増や不完全競争、そして
輸送費用を数理モデルに取り込んで集積経済の進化
プロセスの解明を試みている。そのため、地域経済

間の均質化を論じるというより、むしろ、地域経済
間の不均等メカニズムに注目し、偶然的な出来事か
らはじまる特定地域への収穫逓増効果を通じた累積
的成長に関心が寄せられてきた（例 , Fujita et al.・
1999）。もっとも、彼等の抽象化された2地域モデル（北
部の先進地域、南部の後進地域）から導出されるイ
ンプリケーションに基づくと、知識のスピルオーバー
が地域内で完結してしまう状態を市場の失敗と捉え、
地域を越えたスピルオーバーを促進する地域政策を
導入すれば、新規企業参入が増加し、競争が促され
るので、経済の分散化を進めながら全体として成長
を実現できるという（Baldwin et al.・2003）。その地
域政策として、交通政策や通信政策、人的資本形成
等々、知識の伝播を促進する諸政策が挙げられてい
る（同上 , pp.425-47）。しかし、地域間格差の収斂化
と全体としての経済成長を両立する可能性を数理モ
デルで提示し得ても、例えば、EU諸国の地域間格差
に関する計量的実証研究の蓄積が示すように、その
十分な証拠は得られていないのが現状である（参考 , P. 

Martin・2009）。
この他、新経済地理学の政策的示唆については、

Ottaviano（2003）による整理が参考になる。第一に、
「地域への副次的効果」であり、例えば、独占禁止法
の制定が、市場競争を加速させ、立地行動の分散化
を促すように、経済・産業政策が間接的に経済活動
の地域分布に影響を与える。第二に、「貿易相互作用
効果」であり、高い貿易自由度が確保されている場
合は、自由な市場競争が可能となり、地域政策のイ
ンパクトはより強まる。第三に、「閾値効果」であり、
例えば、ある地域が企業を誘致しようと思えば、そ
れらが既存地域で享受している集積レントを上回る
補助金が必要になるケースのように、不十分な介入
では政策的効果は得られない。第四に、「ロックイン
効果」であり、一時の政策が恒久的な影響を与え、集
積の自己強化過程へとつながる。従って、これを打
破するには、強い政策的ショックが必要である。第
五に、「選択効果」であり、均衡状態に至る前の不安
定な状況下では、比較的小さな政策的インパクトで
も企業の立地活動に影響を与えることができる。第
六に、「コーディネーション効果」であり、企業は他
の企業が立地すると予想されるところに立地したい
と考えるので、その「自己実現的期待（self-fulfilling 

expectation）」に対して強いショックを与えることが、
経済活動の地域分布に影響する。
これに対してMartin & Sunley（2011a）は、新経
済地理学の数理モデルが高度に抽象化されており、個
別地域の文化的・制度的環境の差異を看過している
点や、均衡点から新しい均衡点への移動要因が外生
的なショックに限定されており、地域経済の内生的
な動態メカニズムがモデルに組み込まれていない点
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を指摘する。他方、中村（2004）は、新経済地理学
の創始者のひとり Paul Krugmanのモデルを取り上
げて、集積の利益（マーシャルの外部性）が十分に
数理モデルで解明されていない点、収穫逓増の発生
と発展、消滅に関する動態メカニズムが明らかにさ
れていない点、さらに、発展経路が過去に規定され
るという経路依存的な歴史の一側面が取り上げられ
ても、諸主体が新しい発展経路を切り拓いていくと
いう、歴史のもう一つの側面が切り捨てられている
と批判した。
その一方で、地域経済の多様な制度環境に配慮す
る地域経済学的アプローチについても、政策的示唆
の導出に課題を抱えている。というのも、法・規制
や慣行、思考習慣、広くは文化を含む地域の諸制度は、
各々の地域特殊的経路の上で生成・維持されてきた
歴史的産物であって（経路依存性）、ある成功的な制
度経験や普遍化された地域経済政策を全く別の歴史
的背景を有する空間に移植することは殆ど不可能だ
からである（例えば、産業クラスター政策を思い起
こされたい。参照 , VI章）。今日の制度重視の地域経
済研究においては、「万能モデル（one-size-fits-all）」
の画一的な適用はあり得ないというのが共通見解と
なりつつある（Tödtling & Trippl・2005）。
「万能モデル」の限界と地域の制度的文脈に配慮し
た政策の必要性については、近年の地域政策に関す
る報告書の中でも数多く指摘されている（例 , 

OECD・2011）。EUの地域政策においても、立地誘
導や労働力移動を促すトップダウン式の単調な補助
金政策から、個別地域の内発的な経済社会的発展政
策を支援する方向へと変化するに伴って、技能訓練
やソーシャル・キャピタルの形成まで、地域に応じ
た制度的条件の改善に重点が置かれるようになった
（諸富・2010）。2013 年以降の EU地域政策を展望し
た報告書「バルサ・レポート」（“An Agenda for a 

Reformed Cohesion Policy: A Place-based Approach 

to Meeting European Union Challenges and 

Expectations”）では、地域の内発的な取り組みを奨
励するとともに、地域資源の効率的な活用と社会的
な排除の除去を目的として、地域の制度変化を支援
する政策的介入の必要性が強調されている。これを
「場所ベースのアプローチ（place-based approach）」
として、同報告書は、多様な地域条件にあった「テー
ラーメイド」の政策的介入を追求すべきと繰り返し
述べている（Barca・2009, p.XII）。
では実際に、各々の地域経済を規定する多様な制
度条件を前提とした発展戦略を構想する場合、どの
ような政策的支援の方法が考えられるのか。地域の
制度条件を前提とするならば、果たして、歴史経路
依存的な制約性を打破して、新しい発展経路を切り
拓いていくことは可能なのか。ここに、制度重視の

地域経済研究が直面する課題がある。すなわち、経
路破壊的な「万能モデル」の制度移植を批判する段
階を越えて、そしてまた、地域の多様な制度条件の
存在を単に指摘する段階をも越えて、既存の制度条
件下でも新たな発展経路の創出が可能となるような
地域経済政策の理論と実証が求められている。
本稿が注目するのは、こうした地域経済学および
地域経済政策の課題に向き合いながら、新たな突破
口を見出そうとする地域経済研究の潮流である。以
下、地域経済研究の方法的発展と地域経済政策への
示唆の導出を念頭に置いて、既存文献を渉猟してい
く。そして最終的には、本稿の学界展望を通じて得
られた知見をもとに、我が国における地域経済政策
の課題について言及してみたい。

Ⅱ．進化論的経済地理学－経路依存から経路創出へ

伝統的な経済地理学の関心は、移動的制約を課す
距離に注目した経済活動（生産・流通・分配・消費）
の空間的法則的な解明にあった。しかし 1970 年代以
降、経済活動や経済パフォーマンスの地域的差異が
明らかになると、個別地域経済の歴史や制度に配慮
した分析視座が注目されるようになった（例 , Cooke 

& Morgan・1998）。そして近年、これらの経済地理
学の到達点は、進化論や進化経済学の成果に学びな
がら、進化論的経済地理学（Evolutionary Economic 

Geography, 以降 EEG）として体系化されようとして
いる（例 , Boschma & Martin・2010; Martin・2010）。
経済活動の性質やパフォーマンスの地域的差異に配
慮するといっても、各々の地域には種々多様で個性
的な歴史があり、一定の科学性をもって統一的な分
析を行うことは難しい。この試みに対して概念的な
枠組みを提供したのが進化論的メタファーであった。
特に「経路依存性」（偶然性、自己強化過程、ロック
イン等）と「ダーウィン進化論の諸概念」（多様性、
新奇性、淘汰、適応、等々）の経済地理学への応用
が注目されている 1）。EEGの動向については、我が
国でも外枦保（2012）など詳しい紹介があるが、本
稿においては、このアプローチの到達点を整理する
とともに、地域経済学の分析枠組や地域政策の方法
を発展させる立場から検討してみたい。

EEGの重要概念となっている「経路依存性」につ
いては、この概念に関する草分け的な研究者、Paul 

Davidや Brian Arthur、あるいは、先に紹介した新
経済地理学の支持する均衡論的経路依存性に対する
批判的検討を経て EEGへの適用が検討されている。
均衡論的な経路依存性仮説に基づいた経済活動の空
間的編成パターンの場合、経済活動の地理的集中化
の契機となる何らかの歴史的な偶然性や初期条件を
重視する。これが、他地域への立地分布に対して競
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争的な排除性をもたらし、空間的形態における収穫
逓増が発生する。これは、空間的構造の継続性や安
定性を説明することができても、均衡状態を打破し
て新経路が創出されていく変容プロセスをうまく説
明できない。いったん固定化された経路変化の説明
は、外生的ショックに起因する断続的な転換論に依
拠することが一般的であり、内生的な漸進的変化を
描けないという欠点が指摘されている（Martin・
2010）。
これを受けて Ron Martinは、均衡論的な「強い」

経路依存性仮説を緩和する検討を行っている。Paul 

David（1985）は、QWERTY配列のキーボードの普
及と固定化を経路依存性の事例として取り上げたが、
通常、制度（あるいは技術や産業）はキーボードの
ような分解不可能な単一システムとは異なり、多く
のミクロ的制度の集合した分解可能な混成システム
である。そのためMartin（2010）は、一つの経済社
会的単位においても異質な制度が併存したり、局所
的な変化が漸進的に生じる可能性を否定すべきでは
ないと指摘した（pp.13-4）。その上で、先行する歴史
的制度論や社会学的制度論における制度一般に関す
る研究成果を参考にしながら、地域の制度や技術、産
業の漸進的変容を説明する概念として、「堆積」
（layering）：既存の制度に対して新しいルールや手続
き、構造が加えられ、徐々に変容を遂げること、「転換」
（conversion）：既存の制度の機能や目的の変容、「再
結合」（recombination）：新しい制度に対する既存の
制度の新たな結合、を提唱している（pp.14-22）。こ
れらの漸進的制度変化論のポイントは、経路依存性
を否定することなく、既存制度の存在を前提としつ
つも、新経路の創出を説明する試みにある。もっとも、
Martin（2010）のサーベイが他分野の実証研究に大
きく依存しているように、これらの概念的枠組みを
用いた地域経済レベルの実証的作業は始まったばか
りである 2）。
これに関連して、Martinを共著者に含む Simmie 

et al.（2008）を取り上げよう。同研究レポートは、
英国 12 都市地域の比較産業分析を行い、過去の産業
立地分布の経路依存性や、ローカルなイノベーショ
ン・システムの有無がポスト工業化段階の成長経路
を左右した点を明らかにしている。これに加えて、
Cambridgeと Swansea二地域の比較分析を通じて、
恵まれた地域的資源を活かして新しい産業の発展経
路が創出されている Cambridgeと、他方で、旧来型
産業向けの制度環境が存続し、衰退経路に（負の）ロッ
クインしている Swanseaの状況が取り上げられてい
る。Cambridgeの場合、1970 年代のコンピューター
産業や科学機器産業の技術や人材が、大学ベースの
スピンオフ創業による新企業の堆積と相まって、新
たに登場した複数のサブ・クラスターと再結合し、結

果的に、ソフトウェアやバイオテクロジーといった
新しい産業発展経路が切り拓かれているという（参照 , 

Martin・2010, pp.19-20）。
以上のような既存の産業的資源を活かした新経路
の創出について、EEGでは、「関連のある多様性」論
として注目を集め、一定の実証的成果が蓄積されつ
つある。この分野の先導的な研究者とされているの
は、Ron Martinとともに欧州 EEGを牽引する Ron 

Boschmaである。
Boschmaは、ダーウィン進化論の諸概念を適用し
た経路依存性論を展開している。従来の均衡論的な
経路依存性について、歴史的偶然性から空間的収穫
逓増へと至るメカニズムを提示した意義を認めつつ
も、未だ地理的進化プロセスは曖昧であると指摘す
る（Boschma・2007）。その上で、多様性（varieties）・
淘汰（selection）・保持（retention）の概念を導入す
れば、諸地域の産業動態をモデル的に把握すること
ができるという。そのモデルの原型として、新規産
業の空間的立地パターンを抽象化した「立地機会の
窓 」（Window of Locational Opportunity: 以 降
WLO）モデルを活用している（参照 , Storper & 

Walker 1989, p.74f.）。Brian Arthurの経路依存モデ
ルにおいては、偶然の出来事が生じるまで空間は新
産業の立地に対して中立的であるが、WLOモデルに
おいては、個別地域は何らかの産業成長経路を有し
ており、既に空間は中立的でない。立地機会の窓が
開かれているのは、新産業の求める技術や知識を提
供可能な地域、すなわち関連する産業が立地してい
た地域である。そうした限られた地域において、淘
汰メカニズムを通じた地域的集積の進化が始まると、
産業立地の空間的パターンは固定化し、立地機会の
窓は閉じられ保持的期間へと至ると説明する。新規
産業の成長には関連性の高い諸資源の蓄積が必要で
あり、そのため、過去に関連産業がどれほど存在し
ていたか、「関連のある多様性」を有していたかどう
かが新経路創出のカギとなる。
以上のような経済・産業活動の地理的動態を主導
するアクターとして企業組織に注目し、そのルーティ
ンの進化過程を重要視するのも EEG、特に Boschma

等の研究アプローチの特徴である（例 , Frenken & 

Boschma・2007）。ここに、企業組織を問題の中心に
据える進化経済学の強い影響を読み取ることができ
る（参照 , MacKinnon et al.・2009）。企業組織のルー
ティンは、経済発展の基盤となる技術や制度の源で
あり、これが各企業内で複製される一方で、スピン
オフ創業やスピルオーバー効果を通じて、変異を伴
いながら一定の地理的範囲において他の組織へと遺
伝していくプロセスが重要となる。繰り返せば、こ
こでスピンオフやスピルオーバーを促進する条件が、
先の「関連のある多様性」である。
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ところで、なぜ彼らは「関連のある」多様性とい
う概念を提起したのか。その背景には、Alfred 

Marshallに由来する特化型経済がもたらす集積の外
部効果、および、多様な個性や知識を有する人々の
異業種間の交流が新たな発展を生み出すという、
Jane Jacobsの集積の外部効果に対する批判がある。
たとえ前者の集積経済が形成されても、特定技術や
産業に関連する同質性の高い経済主体が集中して「認
知的近接性（cognitive proximity）」3）が過度に高まっ
てしまえば、相互学習やイノベーション活動は停滞
してしまう。他方、地域経済の発展にとって産業の
多様性を有することは重要であっても、技術的に関
連性の低い産業間であれば知識のスピルオーバー効
果は限られる。例えば、技術的な観点からすると、養
豚業者と製鉄企業が相互に学べることは少ないもの
と想像できる。そのため、産業の多角化戦略を目指
す場合、産業間で学習が可能な「関連のある多様性」
を手掛かりに政策的支援を行うことが重要であると
いう（Asheim, Boschma & Cooke・2011）。もっとも、
ジェコブスが注目した集積の意義とは、産業間の技
術的異質性というより、都市における諸個人の多様
で異質な個性の出会いであり、時に技術的関連性を
越えた交流を含む。単に技術的関連性の低い産業間
であるから、知識スピルオーバーが期待されないと
決めつけてしまうのは言いすぎであろう。
ともあれ、Boschmaを中心として、「関連のある多

様性」をキーワードに多くの計量的な実証研究が行
われている。例えば、Boschma & Wenting（2007）
では、英国の自動車企業の参入・退出データ（1895
年～ 1968 年）を用いた Coxの比例ハザードモデルに
よって、企業の生存率と地域的な環境条件の因果関
係を検証している。その分析結果によれば、自動車
産業に近接する産業が過去に興隆した経験のある地
域（例、自転車や馬車）において、当該分野の技術
や人材の蓄積があるため、これが地域のスピンオフ
連鎖や知識のスピルオーバーに有利に働き、企業の
生存率に対してプラスに働いている。Boschma & 

Iammarino（2009）では、イタリアの NUT3 レベル
の地域をサンプルとして、「関連のある多様性」が経
済成長に与える影響を検証している。その結果、地
域の雇用、付加価値、労働生産性の中でも、特に付
加価値の成長に対して、「関連のある多様性」が有意
に正の影響を与えていることを実証した。さらに
Boschma et al.（2012）では、スペインの NUT3 レ
ベルの地域をサンプルとして、地域経済の産業多角
化が過去の産業資源に由来することを計量的に明ら
かにしている。
しかしながら、新規産業の発展が各地域の過去の
産業・技術的条件に規定されるという指摘は、イギ
リス地域政策の古典バーロ―・レポートにも見られ

るように、以前より論じられてきた地域経済学の基
礎的な論点といってよい（Barlow・1940, pp.84-6, 
196-9, 260-4）。我が国においても、1980 年代に行われ
た石川県・金沢地域の内発的発展に関する研究にお
いて、繊維産業の補助的産業として誕生した繊維機
械工業が、地域内産業連関を通じて新たな移出産業
へと発展していくプロセスが定性的・定量的に明ら
かにされている（中村・1986）。「関連のある多様性」
に対する評価は、計量的手法や進化論的概念を用い
た実証精度の向上としてはあり得ても、その分析視
座や政策示唆としての目新しさは必ずしもない。
では、「関連のある多様性」があるのにスピルオー
バーやスピンオフ連鎖が生じない場合をどのように
考えるべきか。例えば、閉鎖的な経済活動を基礎と
する独立企業型産業システムが支配的な地域の打開
策という地域経済学の直面する大きな論点がある。あ
るいは、関連ある諸資源に乏しくポテンシャルの低
い後進的地域に対してはどのような教訓を引き出す
ことできるのか。地域の既存資源を前提としながら
新経路の創出を論じる試み、つまり、経路依存論を
肯定的に批判する EEGの試みは評価できても、地域
経済の直面する諸課題に対する政策的示唆を導出す
るためには、未だ乗り越えるべき課題が残されている。
我々は、進化論的メタファーの導入によって、地
域経済の動態や多様性、政策的示唆に関する新しい
知見を得られているのか、その単なる目新しさによっ
て既存研究の意義が見落とされていないか、地域経
済学の学問的到達点を踏まえながら慎重に検証する
必要がある。

Ⅲ．地理的政治経済学－外来資本と地域資産の
「戦略的カップリング」

ラディカル派経済地理学の政治経済学的視座を継
承し、制度論や進化論的経済地理学（EEG）の成果
を吸収しながら独自の理論体系の樹立を試みている
アプローチが、イギリスの研究者を中心とする地理
的政治経済学（Geographical Political Economy, 以
降 GPE）である 4）。EEGと GPEの間には、EEGの
立場から Boschma & Frenken（2009）やMartin（2010; 
2012）、GPEの立場からMacKinnon et al.（2009）
や Pike et al.（2009）をはじめとして、方法論に関す
る交流が活発である。まずは EEGと GPEの交流を
手掛かりとして、両者の共通性と異質性に配慮しな
がら GPEの特徴を抽出してみたい。
第一に、EEGは企業組織のルーティンに着目して
ミクロレベルの動態から地理的経済進化のメカニズ
ムに接近してきたのに対して、GPEは資本主義的生
産関係の空間的編制を通じて生み出される不均等発
展論に立脚してマクロレベルの力学を重視している
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（MacKinnon et al.・2009）。GPEの問題意識の根底
には、ラディカル派の Doreen Masseyに代表される
空間的分業論が継承されており、企業組織の地域間
分業システムが織り成す空間的な階層的機能分担シ
ステム、あるいは空間的不均等発展を問題視してい
る。そして、マクロ的な空間構造に規定されながら、
各々の国内的・地域的条件を介して表出する多様な
地域問題を捉えようとする。さらに GPEの関心領域
として、企業内地域間分業に起因する地域問題の実
態解明に加えて、固定化された空間的分業構造を打
開していく方法が挙げられる。その特徴は、根本問
題としての資本主義体制の転換を当然視するという
より、地域経済というメゾ・レベルの多様な制度的
対応に打開策を求めている点である。
これに関連して第二点目に、GPEは地域経済の盛
衰を左右する要因として、制度の役割を重視している。
その関連文献を見ると、地域主体の諸活動を制約する
ものとしての制度（所謂、「ゲームのルール」として
の制度）というより、新たな価値や選好、行動を可能
にし、地域経済の発展を導いていくような積極的側面
を有する制度を想定することが多い（例 , Cumbers & 

MacKinnon・2011; MacKinnon et al.・2009）。他方で、
EEGの場合、地域の制度的要因に対して控えめな評
価が下されていることがある。Boschma & Frenken

（2009）によれば、制度の積極的役割を認められるよ
うな地域は存在しても、そうした事例は限られており、
実際には、地域経済の動態を左右する決定的な要因と
は言えない場合が多いと述べている。そのため、地域
の制度が重要かどうかは「事例に拠る」のであり、そ
れを前提とすべきでないという。
前章で紹介した通り、Ron Boschma等は、新しい

産業発展の原動力として企業の局地的なスピンオフ
連鎖や知識のスピルオーバーに注目している。その
問題の核心は、Richard Nelson と Sidney Winterの
企業進化論に学んで、地域固有の制度というより、企
業組織の制度（ルーティン）の動態や伝播にある
（Boschma & Frenken・2009）。確かに、資本主義経
済の主要アクターとしての企業に注目し、これを地
域経済分析の中心に据えるアプローチには、一定の
妥当性があるかもしれない。しかし既に指摘した通
り、独立閉鎖志向の大企業をはじめとして、企業内
部に豊富な成長資源が囲い込まれてしまえば、企業
組織の発展＝地域経済の発展とは容易につながらな
い。殊に、企業内地域間分業が織り成す地理的不均
等発展を捉えて、後進的地域における分工場・支店
経済問題に向き合う GPEにとって、これは看過でき
ない問題である。そのため、企業組織を起点とする
制度進化論のみで、地域経済の発展を論じることは
できないとの彼らの主張も首肯できる（MacKinnon 

et al.・2009）。そうであれば、地域経済への制度的ア

プローチがどれほど説得的な理論的・実証的裏付け
をもって、企業組織の制度進化論を取り込みつつ、こ
れを乗り越えることができるかが課題となる（参照 , 

第 V章）。
第三に、数多くの制度研究が指摘してきたように、
制度とは、特定の歴史的経路や文脈に埋め込まれて
おり、相対的な安定性あるいは粘着性を特徴として
いる。GPEが強調するところによれば、地域経済あ
るいは地域の諸制度は、国や地域に特有の制度構造
から規定されるとともに、資本主義的生産関係に起
因するマクロ的な空間的分業構造によっても条件づ
けられている。そのため、停滞地域の発展を展望す
るのであれば、EEGと同様に、あるいはそれ以上に
深刻に、経路依存性と経路創出の問題と向き合わな
ければならない。先に論じた通り、EEGにおいては、
均衡論的な「強い」経路依存性仮説を訂正して、歴
史的に積み重ねられてきた地域の既存資源をベース
としながらも、新しい発展経路を創出可能という結
論に至っている。GPEについても、EEGの研究成果
に学びながら、固定的な経路依存性仮説を批判的に
捉えたうえで、漸進的な内生的制度変化の可能性を
展 望 し て い る（Cumbers & MacKinnon・2011; 
MacKinnon et al.・2009）。
ただし GPEの場合、EEGが軽視してきた点とし

てしばしば指摘されるところの、制度変化を規定す
る支配・利害構造や諸主体の意図的行動を分析する
重要性が提起されている。すなわち、企業や経営者
団体、労働者や労働組合、地域社会の協同組織、あ
るいは国家といった諸主体の戦略的・意図的な行動
と、偶然性も交えながら複雑な利害関係を経由して
いく政治経済的プロセスである。Cumbers & 

MacKinnon（2011）が整理するように、GPEは、ポ
スト構造主義の影響を受けて、既存の支配構造に埋
め 込 ま れ た 諸 主 体 を 過 度 に 社 会 化（over-

socialization）することに慎重な立場をとり、支配構
造についても非固定的なものとして捉えている
（p.254）。
さて、GPEの実証研究を概観する前に、イギリス
を発祥とするもう一つの研究潮流を説明しておく必
要がある。それは、グローバル生産ネットワーク
（Global Production Networks, 以降 GPN）アプロー
チを提唱する（マンチェスター大学に研究拠点を有
する）「マンチェスター学派」と呼ばれるグループで
ある（Coe et al.・2004; Coe & Hess・2011）。近年の
GPEは、この潮流と融合しながら新たな実証成果を
生み出しつつある。GPNアプローチの分析枠組みを
提起した Coe et al.（2004）を参照しよう。グローバ
ルな企業間関係や商品・価値連鎖の解明を目的とす
る Global Commodity Chains や Global Value 

Chainsといったアプローチは、主にグローバル企業
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の生産システムに関する組織構造に焦点を当ててき
た。中には、地域経済レベルの事例研究も行われて
いるが、地域生産システムのグローバルな商品・価
値連鎖への組み込まれ方に関心が寄せられており、個
別地域経済の発展問題を本格的に論じるまでには
至っていない。これに対して GPNアプローチは、企
業のグローバルな生産ネットワーク（あるいはグロー
バルな企業内地域間分業）に向き合いながら、地域
経済の発展や衰退に関する動態プロセスの解明に重
きが置かれている。そこで鍵となる概念は、地域の
諸制度によって支えられる地域資産（技術や労働力、
地域企業など）とグローバル生産ネットワークとの
「戦略的カップリング」である（pp.468-70）。Coe et 

al.（2004）によれば、地域の諸制度（regional 

institutions）とは、地域レベルに固有の制度だけで
はなく、国家的・超国家的組織の地域支部や個別地
域に効力を有する地域横断的な制度も含むものとさ
れている。そのため、Coe等は「多層的な地域の諸制
度」（multi-scalar regional institutions）とも称して
いる（p.474）。戦略的カップリングに成功するには、
地域の諸制度を活用して、「価値創造（value 

creation）」、「価値強化（value enhancement）」、「価
値獲得（value capture）」プロセスを達成する必要が
あるという。すなわち、有能な人材の教育・訓練、立
地インセンティブに関する法・規制改革、新規企業
の設立とサプライヤー・ネットワークの構築、ベン
チャー資本や起業家的活動の促進等々を通じた、経
済活動の立地展開を促進するような「価値創造」、地
域企業や外来企業への知識・技術移転やインフラの
整備、専門的技能の向上等を通じた「価値強化」、そ
して最も重要とされる、地域で生み出された価値が
地域内に帰属するか否かを問題とする「価値獲得」が
必要であるという（同上 , pp.474-5）。
しかしなぜ、GPEや GPNアプローチがイギリス
を中心に台頭してきたのだろうか。そこには、資本
主義経済の先行者として、工業化－ポスト工業化の
諸問題と最前線で格闘してきたイギリス経済の現実
が反映されている。1970 年代、企業の立地行動が国
内分散から国際分散に変化する時代に、欧州諸国の
中でも特にイギリスにおいて、分工場を起爆剤とし
て地域経済の継続的な成長を実現することの難しさ
を明らかにした、いわゆる分工場経済問題に関する
研究蓄積が進んだ。そして 1980 年代以降、分工場単
位で自律的な意思決定権の拡大が見られたり、労働
集約的な工場から高度な人材を必要とする資本集約
的あるいは知識集約的な工場への変容、あるいはマ
ザー工場や研究開発ユニットへと高度化するなど、企
業組織の再編を背景として、分工場が地域経済の発
展につながる可能性を論じた研究が登場した（例 , 

Phelps・1993; Pike・1998）。しかしそれらは、企業

組織の戦略的変容から推論的に地域経済への積極的
効果を期待するにとどまり、地域経済の自立的（あ
るいは自律的）発展に結びつくという確たる証拠は
得られなかった。そしてポスト工業化・知識経済化
が進む今日、資本逃避の可能性がますます日常化し
ており、国内に残された高付加価値型の分工場や研
究開発ユニットを活用して、いかに国内経済・地域
経済の自律的な発展メカニズムを構築することがで
きるのかが問われている。この文脈において、GPE

や GPNは、企業サイドの組織戦略の検討に加えて、
個別地域経済の制度的条件を加味した双方向的なア
プローチを提起したのである。
しかし GPNの研究関心に関連した実証研究をサー
ベイすると、「戦略的カップリング」の難しさを示唆
するものが大半である。例えば、北アイルランドに
おける多国籍企業の地域企業に対するスピルオー
バー効果を調査した Crone & Roper（2001）、北東イ
ングランドにおいて Siemens社の半導体工場の歴史
的変容過程を多層的な制度的環境に配慮しながら分
析した Dawley（2007）、他にも Phelps（2009）は“From 

B r a n c h  P l a n t  E c o n o m i e s  t o  K n o w l e d g e 

Economies?” と題された論文において、多国籍資本
と旧来型産業地域のシナジー効果を期待したイギリ
スの経済戦略が、各地域の知識経済化へと結びつい
てない現状を総括的に論じている。こうした諸国の
経験をもとにして、GPEあるいは GPNアプローチ
の研究において、「戦略的カップリング」が解消され
て外来企業が「脱埋め込み化」あるいは資本逃避し
ていく過程、あるいは、「戦略的カップリング」から「リ
カップリング」および「デカップリング」へと至る
動態的な変容過程を定式化する試みがはじまってい
る（例 , Coe & Hess・2011; MacKinnon・2012）。
他方、「戦略的カップリング」を促す地域の制度的
要 因 に 注 目 し た 実 証 研 究 も あ る。Phelps et 

al.（2003）は、イギリス・ウェールズと北東イング
ランドにおける製造業の多国籍企業を事例として、ア
ンケート調査に基づきながら企業がどれほど地域に
埋め込まれているのかを検証している。その結果、多
国籍企業の地域的埋め込みの進展を確認することは
できなかったが、これらの企業が、地域の技能訓練
制度を積極的に活用している点や、地域への再投資
行動に際して、地域行政の立地インセンティブを評
価している点を指摘している。White（2004）は、ソ
フトウェア生産・開発の欧州拠点化の進んだ北アイ
ルランドを事例として、大手ソフトウェア企業の立
地要因を調査している。かつては、優遇税制や安い
労働力が重要視されていたが、企業の事業機能も単
なるパッケージソフトの生産だけではなく、開発や
デザインも担う拠点へと成長し、今や、大卒以上の
高質なエンジニアの獲得が重要視されているという。
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他方、Perkman（2006）は、北東イタリアの南ティ
ロル地域において、製造業分野の多国籍企業と地域
企業に対するアンケートとインタビュー調査を通じ
て、両者の事業活動に関する比較分析を行っている。
その結果、両者ともに、大多数のサプライヤーが地
域外部に立地しており、グローバル経済時代におい
て、地域内産業連関という視点のみで企業が地域に
根付いているかどうかを判断できないと指摘してい
る。また、地域で供給される高質な労働力こそが、多
国籍企業がティロル地域に立地し続ける要因である
とした。
これらの一連の研究は、高質な労働力の供給ある
いは地域の技能訓練・教育環境の重要性を明らかに
しているが、果たして、そのことが地域経済の自律
的な発展に結びつくのかどうか、追加的な分析が必
要であろう。というのも、特定企業内に技能・知識
が蓄積されても、企業が独立閉鎖指向のマネジメン
トを重視した場合、地域へのスピルオーバー効果を
期待することは難しいからである。また、一般化さ
れた企業横断的技能・知識が重要視される ITやバイ
オといったラディカル・イノベーション型産業と異
なって、伝統的な製造業分野の場合、移転性の低い
特殊的技能を重視する漸進的イノベーション型産業
の制度的特徴を有することが多い。個別企業の文脈
に組み込まれた特殊的技能であれば、異なる技能体
系を有する企業の技術者が共有することは容易でな
いし、一般的ではない。もっとも、知識経済化の時
代をむかえて、製造業の現場においても、高度な一
般的技能・知識を備えた人材の蓄積が一定程度進ん
でいるものと考えるべきであろうか。その場合、そ
うした高質な労働力を地域経済の自律性を支える地
域的資産として位置付けることが可能かもしれない
（参照 , V章 ; 中村・2008b）。
この他に注目すべき実証研究として、Birch（2011）
におけるスコットランド地域のバイオ産業分析を挙
げておこう。スコットランド地域には、複数の研究
型大学が立地しているが、豊富な人材、知識、ベン
チャー資本が集中する世界的なバイオ産業拠点のケ
ンブリッジ地域とは地域的条件が大きく異なる。
Birch（2011）が注目したのは、周辺的地域の限られ
た制度的資源の下においても、これを有効に活用す
ることで、バイオ産業の振興に成功している点であ
る。この地域には、大学から輩出される優秀な研究
者は存在しても、起業活動を支えるようなマネジメ
ント知識を有する人材が不足していた。そのため、ス
コットランド人同士の世界的なネットワークを活用
して、マネジメント人材の労働市場の不足を補って
いる。民間ベンチャー資本の不足については、地域
政府が供給する公的ファンドがよく機能している。ま
た、スコットランド地域の信頼にもとづく人々の社

会的ネットワークを介して、知識や情報の循環が促
進される地域的協働が根付いているという。その結
果、外来企業だけではなく、中小バイオ企業の成長
がはじまり、本社型地域経済の新たな土台を築き上
げている。
以上のように、GPEの諸研究においては、「戦略的
カップリング」の検証を通じて、外来資本依存経済
の不安定性を明らかにする一方で、地域特殊的な制
度の役割に注目し、地域経済の周辺性や外来資本へ
の依存がもたらす地域経済発展への制約を突破して
いく可能性が明らかにされようとしている。

Ⅳ．ローカル・ガバナンスアプローチ－
一国制度と地域制度の「創造的不一致」

次に、地域特殊的な制度的対応によって、国民経
済レベルの制度的制約を地域から突破していく事例
に着目したローカル・ガバナンスアプローチ（Local 

Governance Approach: 以降 LGA）を取り上げよう。
LGAに関する主な研究成果は、イギリスの政治経済
学者 Colin Crouchを中心とする欧州の共同研究グ
ループによって発表されている（例 , Crouch et al.・
2004; Crouch・2005; Crouch & Voelzkow eds.・2010）。
その問題関心の起点としては、北部イタリアのいわ
ゆる第三イタリア地域やドイツのバーデン＝ヴュル
テンベルク州といった欧州諸国における地域経済・
産業発展の成功地域について、グローバル化が本格
化した 90 年代以降の変化と多様性を明らかにするこ
とから始まった。

LGAを特徴づける基本概念として、第一に、「地域
的集合的競争財」（Local Collective Competition 

Goods: LCCGs）がある。地域経済に特有の暗黙知や
専門用語、慣習、信頼といった無形財とハード・イ
ンフラなど有形財から成る集合材のうち、企業の競
争力基盤となるものを LCCGsとよび、独自の地域的
制度概念として設定する（Crouch et al.・2001, p.3）。
第二に、LCCGsの生成・分配・維持・再編を担うロー
カルな「ガバナンス」である。ガバナンスとは、「あ
る（経済）システム内における（経済）主体間の活
動ないし取引を調整・制限する制度の全体」と定義
されている（同上 , p.5）。そして、ガバナンス形態の
理念型を「行為の動機」と「権力の調整原理」のマ
トリクスから特徴づけている。中間的形態を除けば、
利益目的／競争による水平的な権力関係の「市場」、
利益目的／ヒエラルヒー的な垂直的調整が行われる
「（企業）組織」、義務的原理／強制的権力によって調
整する「国家」、義務的原理／水平的な市民の自発的
な連帯に基づく「コミュニティ」に分類される。

Crouch et al.（2001; 2004）による欧州諸国の比較
地域経済分析を通じて、4つの「地域生産システム」



2012 Dec 地域経済研究における制度論的アプローチの諸潮流と展開 55

（Local Production Systems: LPSs）が抽出されてい
る。第一に、専門特化した中小企業間の連携に基づ
く産業地区、第二に、大企業によってネットワーク
化された企業群、第三に、大企業との不安定な協力
関係や中小企業間の弱い水平的連携を特徴とする、未
完の産業クラスター、第四に、産業地区のハイテク
産業版である。その上で、これらの文献は、各々の
LPSs類型が有する主導的なガバナンス形態を示す一
方で、各種ガバナンス原理の欠点を補うように複数
の形態が相互作用・変化しながら LCCGsが維持され
ている実態を定性的に明らかにしている。
しかし、多様なガバナンス形態や制度が地域経済
レベルで進化する可能性については、LGAが提起す
る前から論じられてきたことであって、必ずしも独
創的な実証研究とは言えないであろう 5）。より特筆す
べき LGAの研究成果といえば、Crouch & Voelzkow 

eds.（2010）である。同書は、比較資本主義分析（例 , 

Amable・2003; Hall & Soskice eds.・2001）の枠組み
を参照しながら、「コーポレート・ガバナンス」、「金
融」、「労使関係」、「職業訓練」、「R&D」、「企業間関係」
といった制度領域を取り上げて、ドイツ、スウェー
デン、イギリスを事例に多層的な制度進化を論じて
いる。その上で、一国的制度体系とは異質な地域の
諸制度を捉え、それを以下の三つに類型化した。
第一に、国レベルの制度構造に一致しないため、そ
の一国的制度的な支援を受けずに、異なる制度構造
を地域レベルで維持しながら産業を振興している場
合である。例えば、北欧・スウェーデンの制度構造は、
伝統的に大企業を中心とする独立企業型産業システ
ムに適合的な特徴を有すると言われてきた。しかし、
家具の街として知られるスウェーデン南部 Tibroのよ
うに、地域行政による公的支援も活用しながら、中
小企業の地域ネットワーク型産業システムを基本と
する家具産業の集積地域が存在しており、同国内で、
代替的な産業システムの展開も不可能ではないこと
を示唆している。
第二に、一国的制度と地域制度の異質性、あるい
は一国的制度の地域特殊的な展開によって、当該産
業の発展が積極的に可能となった場合である。彼ら
はこれを「創造的な不一致」（creative incoherence）
と称している。例えば、ドイツ・ケルンにおけるメディ
ア産業にリスク資本を供給してきたのは、ベン
チャー・キャピタルではなく、地域の諸主体と多様
な交流を持つローカル指向の貯蓄銀行であった。銀
行自らがメディア産業やベンチャー投資の専門的知
識を身につけて、出資先に積極的な助言を行いなが
ら、中長期的な関係の中でリスクを抑制していく戦
略がとられている。調整型市場経済国の典型として
紹介されることの多いドイツにおいて、既存の間接
金融制度の枠組みを活用しながら、地域的なリスク

ファイナンスが行われていた。他方のロンドンのメ
ディア産業においても、直接金融制度が支配的なイ
ギリスの一国的制度下にもかかわらず、銀行家が専
門的な知識を学び、メディア産業向けの専門ユニッ
トを設立して、豊富な資金調達手段を提供していた。
第三に、各地域において、企業行動が各国制度の
構造にそれほど制約されない場合である。ドイツ・
ミュンヘンは欧州屈指のバイオ研究・産業地域となっ
ているが、Casper（2007）のように、その繁栄は、
同国の調整型市場経済制度に支えられた（漸進的で
部分改良的な技術開発を基礎とする）「漸進的イノ
ベーション型産業」の性格を有する分析・検査機器
が中心であり、バイオ産業のサブセクターで成功し
ているに過ぎないとの指摘がある。だが、執筆者の
一人 Simcha Jongによれば、（非連続的で斬新な技術・
デザイン開発を基礎とする）「ラディカル・イノベー
ション型産業」の性格を有する治療薬バイオ企業の
パフォーマンスにおいても、この分野の世界的な拠
点として知られるイギリス・ケンブリッジの企業に
比肩するという（Crouch & Voelzkow eds.・2010, 
p.126）。それはなぜ可能になるのか。確かに、ミュン
ヘンのバイオ・ベンチャー企業にとって、間接金融
制度が普及し、リスク資本の主な調達手段となる直
接金融制度の拡充に課題を残すドイツの制度環境は
最適とは言えない。そのため、この地域のバイオ・
ベンチャー企業は、政府の公的リスク資本を活用す
る一方で、諸外国のベンチャー・キャピタル市場に
資金源を求めることで対応している。同様に、フレ
キシブルな雇用戦略を難しくする同国の安定的労働
市場の制度に対処するため、独自の人的ネットワー
クを通じた国際的労働市場を利用していることが明
らかにされている。
しかし、なぜミュンヘンに立地する企業の間で一
国的制度を突破するような対応策が広まっているの
だろうか。ミュンヘンの企業に限って、域外の諸資
源にアクセスすることが可能となっているのであれ
ば、この地域に特殊的な行動様式として、第二の「創
造的不一致」に含むべき事例かもしれない。また、ミュ
ンヘンの起業家の間で、こうした国際労働市場や金
融市場の知識や情報を共有する何らかの地域的な協
働形態が存在するのか、明らかにする必要があろう 6）。

LGAの地域制度研究に対する貢献をまとめると、
第一に、地域経済レベルで多様なガバナンス形態が
存在することを空間的比較地域分析によって明らか
にした点であり、第二に、多様な諸主体によってガ
バナンスされる諸制度の多様性についても、比較資
本主義分析に沿った制度的比較項を用意した上で、空
間的比較地域分析を試みている点であり、第三に、地
域経済レベルの制度的進化の可能性を提示したうえ
で、地域制度が一国的制度と共通的か異質的かとい
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う識別論を越えて、「創造的不一致」に見られるよう
に、一国的制度の制約を乗り越える突破口としての
地域制度の意義を例証したことである。

LGAが注目した地域制度の意義を拡張していく立
場から、その課題を論じれば、まず第一に、一国的
制度、あるいは企業組織の制度も視野におさめなが
ら、各層の制度的制約を乗り越える地域制度の実証
例を豊富化していくことが必要である。その上で、第
二に、特定地域における実験的な制度的仕掛けが、企
業組織や一国的制度の進化を可能にしたり、あるい
は、類似する国内地域へと移転・普及していくことで、
新たな一国的制度を構成する可能性を検討するべき
であろう。地域制度の進化を起点とする多層的な制
度進化の過程を明らかにすることによって、地域経
済レベルの制度的実験の有する普遍的な発展論的意
義が拡張されていくものと思われる。

Ⅴ．比較地域的制度アプローチ－
制度拡張方式による経路修正

ここまで、欧州諸国を中心とする地域経済研究の
制度論的アプローチについて、各々の到達点と課題
を論じてきた。欧州諸国では、進化経済学やラディ
カル派経済地理学、国民的政治経済学、そして、近
年の制度論的研究の成果を取り入れながら、地域経
済の進化や多様性に接近する地域経済学的研究が広
まりをみせている。他方で、我が国においても、日
本の地域経済研究を土台として、宮本・横田・中村
編（1990）や中村（2004）のように、地域経済学の
独自の進化が見られる。そして近年、この試みの中
から、海外の地域経済学や制度派政治経済学と切り
結びつつ、地域経済の多様な発展動態の解明とその
政策論的展開を目的とする「比較地域的制度アプロー
チ」（Comparative Regional Institutional Approach，
以降 CRIA）が登場している（遠藤・近刊；中村・
2011）。
従来、日本の経済地理学は、資本主義的生産様式
に基づく産業の空間的展開の法則性と、その下で各
国の歴史的特殊性に規定されながら編制される国民
経済の重層的地域構造の解明に焦点を当ててきた。そ
こでは、地域経済といっても、全体システムとして
の国土構造に組み込まれた最末端部分に過ぎず、国
民経済の一部分でありながら、一定の自律性を有す
る政治経済社会的複合体として地域経済を捉える地
域経済学の存在意義は受け入れられてこなかった（例 , 

矢田編・1990）。しかし近年、経済の地理的現象を地
域の社会・政治・文化・制度との相互作用から捉え
る分析視座や、地域主体の積極的な役割の検討、あ
るいは、新産業空間論や産業クラスター論、地域イ
ノベーション・システム論、社会ネットワーク論や

ソーシャルキャピタル論など、欧米諸国の研究潮流
に共鳴しながら、地域経済の多様性や発展動態に関
する研究が経済地理学の重要な関心領域として位置
づけられつつある（例 , 経済地理学会・2010, pp.4-11, 
65-73; 矢田・2003；山本・2012）。
他方、企業誘致中心の外来型開発方式の限界に関
する歴史的・計量的な実証分析と、そのオルタナティ
ブとしての内発的発展論を探求してきた我が国の地
域経済学は、ザイン（存在）・ゾルレン（当為）の両
面から地域経済を固有の発展単位として捉え、その
理論と実証に独自の課題を設定してきた。代表的な
研究成果を挙げておこう。戦後地域開発の決算書と
して、大阪府のコンビナート開発を事例に、政策決
定過程や開発の経済効果に関する学際的な政治経済
的分析を通じて、外来型開発方式の限界を実証的に
明らかにした宮本編（1977）が重厚である。他にも
日本の地域開発政策（国土計画）の策定過程について、
多様な諸利害の相互作用に注目しながら検討した岡
田（1989）がある。その後に岡田（2005）は、地域
開発政策に対する批判からその対抗手段として内発
的発展論の可能性に注目し、その主体や方法を具体
化させている。そこでは、主に長野県栄村や大分県
湯布院町のまちづくりなど農村地域の内発的発展研
究を通じて、地域内資金循環を拡大する「地域内再
投資力」の意義や、外部資本のコントロールをも可
能にするような主体的で自律的な地方自治体の可能
性が論じられている。他方で、都市の外来型開発や
内発的発展に関する実証研究として、中村剛治郎に
よる貢献が挙げられる。宮本編（1977）における担
当章において、大阪の中小企業主体の軽工業振興ビ
ジョンを退けて、外来型開発方式による重化学工業
化路線へと突き進む過程について、企業グループご
とに異なる経営戦略や地域行政、政財界の思惑といっ
た政治経済諸アクターの相互作用に注目して定性的・
定量的に描き出した中村（1977）、地方都市・金沢の
内発的発展について地域産業システムの動態に注目
して実証した中村（1986）、米国オレゴン州ポートラ
ンドを事例として、生活の質を重視した都市政策を
通じて、誘致企業によってもたらされた知識ワーカー
の地域化を促して、厚みのある地域知識労働市場が
形成されていく過程を論じた中村（2004）が代表的
である。以上のような実証研究を踏まえて、中村
（2004）は、地域の政治・経済・社会・環境・文化の
相互作用を通じて形成される地域のガバナンス形態
の動態と多様性を「地域政治経済システム」として
捉える分析視座を提示した。その成果を踏まえて、同
氏は、地域政治経済システムの下で生成・維持・再
編されていく地域特殊的な制度の発展論的意義に着
目した比較地域的制度アプローチ（CRIA）を提起し
た（中村・2008a;2008b;2008c;2011）。
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筆者は、CRIAの分析視座を継承し、主に北部フィ
ンランドのオウル地域における ICT産業の発展プロ
セスに関する実証研究を通じて、企業制度や一国的
制度を突破する地域制度の意義を論じている。まず
遠藤（近刊）において、CRIAの方法的発展を求める
立場から、学界展望や実証分析を通じて得られた知
見をもとに、地域制度の定義づけをおこなった。通常、
地域レベルの諸制度とは、企業組織、地域経済、国
民経済、グローバルといった多層的なレベルで進化
した制度が各地域で具体化したものとして捉えられ
ている（例 , Coe et al.・2004）。筆者は、このような「地
域単位でも確認される」という側面を強調して、地
域に存在し、部分的ないし全体的に共有され、人々
の行動を規定する法や規制、行動パターンや思考習
慣としての制度を「地域の制度（institutions in a 

region）」（地域制度の一般規定）と定義する。他方で、
「地域の制度」の中でも、地域の諸主体間の相互作用
を通じてガバナンスされる地域特殊的な制度であり、
時に、地域経済および企業や国民経済レベルの制度
的条件を漸進的・実験的に拡張していくことで（制
度拡張）、既存経路の修正 7）を可能にしていくような
積極的意義を有する制度的仕掛けを「地域的制度
（regional institutions）」（地域制度の特殊規定）と定
義した。
地域的制度の事例としては、先に紹介した、制度
的仕掛けを活用した周辺的地域におけるバイオ産業
の発展を論じた Birch（2011）、一国的制度と地域的
制度の「創造的な不一致」に注目して、一国的制度
的制約を地域から突破する事例を論じた Crouch & 

Voelzkow eds.（2010）のように、その研究蓄積が進
みつつある。他にも、米国オレゴン州ポートランド
の都市政策と知識労働市場の関係を論じた中村
（2004）を挙げておこう。一般的に米国では、自由主
義市場経済の典型国として、流動的な労働市場や直
接金融制度といった市場重視の制度的支援を背景に、
次々とハイテク・ベンチャーが叢生すると考えられ
ている。しかし実際には、そのような制度的特徴を
確認できるのは、カリフォルニア州のシリコンバレー
など一部の先進的地域に限られており、オレゴン州
ポートランドのように、世界的な研究型大学の存在
や厚みのある知識労働市場といった、ハイテク・ベ
ンチャーの成長に必要な条件を満たせない地域が大
半である。これに対してポートランドでは、外部資
本を主体的・戦略的に取り込んで、インテル社の研
究開発拠点を誘致することで、域外から知識ワーカー
を呼び集め、地域の知識労働市場の土台を築いた。こ
の企業誘致から知識労働市場の形成へと結びつける
媒介的な役割を果たしたものが、魅力的な生活環境
を形成したプログレッシブな都市政策である。ポー
トランドの住みよい生活環境によって、知識ワーカー

が引き付けられ、根付き、企業というよりポートラ
ンドを愛する新たな地域主体へと生まれ変わり、結
果として、厚みのある知識労働市場とともに、数多
くのスピンオフ企業が誕生している。
遠藤（近刊）においては、北部フィンランドのオ
ウル地域を事例に、ノキアの分工場および研究開発
拠点の立地展開を起爆剤として、同社のグローバル
な成長に依存しながらも地域経済が自律していく過
程を地域的制度の役割に注目しながら明らかにした。
従来、フィンランドの ICT産業を中心とする経済成
長を論じる際には、ノキアの企業戦略と国家的な教
育・科学技術政策をはじめとするフィンランドの一
国的制度的特徴に注目することが普通であった。そ
の延長上に、Sable & Saxenian（2008）をはじめと
する、特定大企業に依存する小国経済の不安定性を
批判する研究が数多く発表されてきた。これに対し
て、筆者は、地域経済レベルの多様な現実に注目した。
オウル地域の場合、公的応用技術研究機関 VTTのオ
ウル支部が地域の諸主体と協力して、ノキアを越え
た企業間の協働を可能にする企業横断的なソフト
ウェア開発技能の形成と普及を促すとともに、自ら
も起業に失敗しても復職可能とする再雇用保障制度
を通じて、新興中小企業が叢生する地域制度環境を
用意した。また、政府系公的ファンドのオウル支部
やオウル市の支援を通じて地域ベンチャー・キャピ
タルが育つことによって、民間リスク資本の供給不
足を補う政策も地域の起業活動を支えた。この結果、
ソフトウェアをはじめとする新しい技術開発が必要
とされた第二世代携帯電話（GSM）開発の協力企業
が多数誕生したことによって、開発アウトソーシン
グの地域環境が整い、ノキアの他社に先駆けた素早
い製品開発が可能になった。この過程を通じて、市
場や技術的な観点から、ノキアだけに依存しない企
業や人材の蓄積が地域内で進んだ。
以上のように、地域的な制度拡張戦略を通じて経
路修正を実現していく事例研究の積み重ねによって、
地域経済政策に対して豊富なインプリケーションが
導出されるものと期待できよう。だが、地域的制度
アプローチの発展を求めれば、地域的制度の個別事
例を紹介・検討していく段階から、第一に、歴史的・
空間的な比較分析を行うための精緻化された枠組み
を設定するとともに、第二に、地域的制度と企業組
織の制度や一国的制度といった、多層的な制度進化
との相互関係的な動態的発展プロセスの追求へと展
開させていくべきであろう。
地域的制度の歴史的・空間的比較分析を精緻化し
ていくには、まずもって比較する制度領域の設定が
必要である。Hall & Soskice eds.（2001）や Amable

（2003）といった比較資本主義分析の場合、「コーポ
レート・ガバナンス」、「金融」、「労使関係」、「職業
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訓練」、「企業間関係」、「社会保障」等々、企業・産
業成長に影響を及ぼす比較制度領域の設定が一般化
している。その上で、各制度領域で取りうる制度諸
形態・機能（例 , 安定的労働市場・流動的労働市場、
間接金融制度・直接金融制度）を検討し、制度領域
間の機能的補完関係を仮定し（制度的補完性）、複数
の均衡体系が存在することを示した。しかしこの試
みは、Streeck（2010）のような歴史的実証分析を重
視する立場から、機能主義的アプローチとして批判
に晒されている。機能主義的アプローチは、仮説形
成をめぐる予備的考察において有益な示唆を与えて
くれるが、実際に諸制度間で補完関係が築かれるか
どうかは経験的な裏付けが必要である。歴史的分析
を通じた理論と実態との往復作業を看過してしまえ
ば、時代とともに脈々と変容する制度の現実を説明
できない一過性の強い分析装置に留まるだろう。先
に挙げた筆者のフィンランド・オウル地域の研究の
場合、機能主義的アプローチへの批判を踏まえて、比
較制度領域を設定した上で、個別制度の動態と制度
間関係に関する仮説的な検討を行うとともに、制度
変化の歴史・実態分析も行う双方向的なアプローチ
をとっている。
前章で紹介した Crouch & Voelzkow eds.（2010）は、

Hall & Soskice eds.（2001）に代表される比較資本主
義分析を踏まえて、一国的制度と地域的制度の共通
性と異質性の識別を初期的な課題としていたので、そ
れらと共通した制度領域が分析対象となっている。筆
者は、遠藤（近刊）において、比較資本主義分析の
制度領域設定から学びつつも、オウル地域における
ICT産業の発展要因に基づいて、「技能形成・伝播」、「起
業リスクの緩和」、「リスク資本の供給」の三つを分
析領域の柱とした。これは、ICTというラディカル・
イノベーション型産業の成長に根差した分析領域で
あり、「技能形成・伝播」では、企業特殊的技能を越
えた産業特殊的・一般的技能の形成と普及に注目し、
「起業リスクの緩和」や「リスク資本の供給」につい
ても、ハイテク・スタートアップスの重要性を前提
としている 8）。もっとも、情報経済化・知識経済化の
時代には、企業グループや特定産業を越えた相互交
流を可能にする技能や知識（たとえば、ソフトウェ
アによる自動車と ITの融合）が重要となっている。
そのため、従来、漸進的イノベーション型産業に分
類されていた産業（例 , 自動車）についても、同様の
制度領域を取り入れる必要があるかもしれない。今
後、比較地域制度研究へと展開させていく中で、こ
れらの比較制度領域にも事例に応じた調整作業が必
要となるだろう。
さて、第二の地域的制度と多層的な制度進化との動
態的な相互関係に関して、かつて、中村（2004）が先
見的な問題提起を行っている。特に、北欧・デンマー

クを取り上げて、一国レベルのコーポラティズムの危
機に直面した同国では、積極的労働市場政策の分権化
を通じて、地域レベルの多様な諸主体の参加と創造的
な取り組みを開花させ、それらの成功経験に基づいた
国家的な制度化作業を介して国内地域へと諸経験の
共有化が進む、地域と国家の相互学習的関係が論じら
れている。この点に関するより実証的な研究として
は、Kristensen et al.（2011）が示唆的である。彼ら
が例証するデンマーク中部 Funen島の Svendborgに
立地し、瓶詰・貯蔵・配送業を手掛ける The Danish 

Spirit Factory（V&S）社に端を発して全国に広まっ
た職業訓練制度の展開過程が興味深い。同社の経営危
機時に、新たな工場所有者を募る必要性が生じると、
地 域 の 労 働 市 場 訓 練 セ ン タ ー（AMU-centre, 

ArbejdsMarkedsUddannelse: Labour-market 

Training Centre）や職業訓練学校を活用して、労働
力の質的向上が試みられた。その過程において、工業
オペレーターを育成する 1年半から 2年間のパートタ
イム教育コースが設立された。これは、国家的な支援
を受けて、後に、工業オペレーターとともに、より高
度なプロセス・オペレーターを育成する 4年間の訓練
コースが全国的に設けられ、地域ごとの多様な制度的
ローカリゼーションを生み出している。例えば、北西
ユトランド地域において、工場の人材マネジメントの
担当者から利益団体の代表、自治体、教育・職業訓練
関係者の参加する地域労働市場委員会の協議を通じ
て、同種の職業訓練制度がはじまった。現在では、訓
練コースを終えた技術者に対して、大学と協働して、
より創造的なイノベーションプロセスに従事させる
教育・訓練制度の実験へと発展をみせている 9）。デン
マークの積極的労働市場政策の分権化は、地域ごとの
多様な制度的試みを促し、その経験が国家的な制度化
と移転作業を通じて、また新たな地域的な解決方法の
創発へとつながっている。
遠藤（近刊）においても、地域的制度の進化が一
国的制度の進化を支えている点を明らかにしている。
北欧福祉国家の伝統的制度の一つである連帯的賃金
制度によって、平均賃金への収斂化傾向がもたらさ
れることで、低生産性企業・セクターに対する合理
化圧力として働く一方で、高生産性企業・セクター
に対して、高質な労働力の雇用コストを軽減して超
過利潤をもたらした。そのため、経済成長と社会的
公正を同時に実現する一国的な制度的仕掛けとして
注目されてきた。筆者は、知識労働の担い手が企業
成長の原動力となった時代において、高質な労働力
を相対的に安価な雇用コストで確保することを可能
にする同制度の現代的意義を統計的に検証している。
その上で、以上のような制度的仕掛けを機能させて
いる移転可能な技能・知識を有する知識労働の担い
手を生み出してきたのは、フィンランドの国家的な
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教育・科学技術政策に加えて、高度な企業横断的技
能を有するソフトウェア・エンジニアを輩出したオ
ウル地域固有の制度的拡張であることを明らかにし
た。実際、2000 年代末、ノキア社の経営危機を契機
として大量のソフトウェア・エンジニアが地域労働
市場に流れ込むと、その技術力と労働コストの優位
性に引き付けられて、海外企業の立地展開がはじまっ
ている。
他にも、オウル地域の成功体験が、国家的な地域
政策の支援を通じて、北部フィンランドの周辺的地
域へと移転されている実態も指摘しておこう（遠藤・
2012; 中村・2008a）。北部フィンランド地域では、
2000 年代初旬より、オウルの経済発展プロセスから
学んで、人口 5万人程度の自治体が周辺自治体と連
携して、多様なニッチな技術開発拠点を設立するプ
ロジェクトが進行している。現在、人口 70 万人程度
の北部フィンランドに、20 を超える拠点が形成され
ている。各々のローカル拠点で企業の技術開発を支
えている制度は、特定産業や技術部門に特化した教
育機関や応用技術研究所である。それらは、地域の
技能訓練学校や北部中核都市としてのオウルに立地
する大学や研究機関の地域支部として設立されてい
る。ニッチな特定産業や技術に特化したローカル拠
点においては、提供可能な技術や知識も限られてく
るので、政府の制度的・資金的援助（および EU構
造基金）に支えられながら、広域的拠点オウルや首
都ヘルシンキといった先端的地域との研究開発ネッ
トワークを通じて、先端的な知識や情報へのアクセ
スを可能にする制度的仕掛けが講じられている。そ
れによって、企業が周辺的地域に立地しながらも、各
種成長資源へとアクセスすることを可能にするので
ある。
また、地域的制度と企業組織の制度の相互関係に
ついては、先に、オウル地域の公的教育・研究機関
を主体とする企業横断的なソフトウェア技能の形成・
伝播、起業リスクを軽減する再雇用保障制度や公的
リスク資本の供給といった地域的制度に支えられな
がら中小 ICT企業が叢生し、結果的に、ノキアを地
域内分業戦略へと導いて、デジタル通信時代の新し
い携帯通信機器の開発を可能にしたことを述べた。そ
の一方で、ノキアが独立閉鎖的な人材マネジメント
戦略を維持・強化したため、企業横断的技能形成や
起業支援制度など、労働市場の流動化や起業を支持
する地域的制度との間に矛盾が生じた。実際、オウ
ルにおいて優秀な人材の蓄積が進んでいたノキアか
ら転職や起業が起きないという人材の滞留状態が続
いていた。しかし 2000 年代末頃、ノキアが経営危機
に直面して自社内の資源を囲い込むというより解放
することによって成長機会をつくりだすオープン化
戦略（インサイド・アウト型オープン・イノベーショ

ン，Chesbrough & Garman・2009）を講じると、企
業組織の制度と地域的制度の関係は、矛盾段階から
矛盾統合・発展段階へと展開している（遠藤・近刊）。
北欧諸国のような小国研究においては、国民経済
や国家的大企業を分析の主軸に据えることが一般的
であり、さらに狭域的で小規模な地域経済を単位と
するアプローチについては、あまり注目されてこな
かった。しかし地域的制度アプローチが明らかにす
るように、むしろ、これらの小国経済においてこそ、
国民経済の実験的発展的基盤として、あるいは、グ
ローバル経済の変動に対する国民的強靭性
（resilience）の基礎として、地域経済の多様性が重視
されている。そのため、北欧諸国の地域経済研究を
通じて、より鮮明に地域的制度の意義が明らかにな
るものと思われる。

Ⅵ．現代日本における地域経済政策の検討

さて、本論文の最後に、ここまで検討してきた制
度重視の地域経済研究の知見を踏まえて、我が国に
おける地域経済政策の課題に言及しておこう。
日本の地域政策は、国家的な資本蓄積過程に組み
込まれながら、政治・社会的目的というより経済的
目的が主導する成長主義的な地域開発政策として確
立した。その国際的な特徴として、ドイツ（西ドイツ）
のような水平的な国土構造をベースとした分権的な
地域政策と異なり、大企業の地域間分業が織り成す
求心的で垂直的な国土構造を前提として、あるいは、
それを助長するように機能してきた。そのため、東
京や名古屋、大阪に中枢管理機能、その大都市周辺
部に研究開発や母工場機能、地方都市あるいは農村
部に分工場・支店という階層的な地域間機能分担シ
ステムの固定化が進んだ。この過程において広く採
用された地域開発政策の手法が、企業誘致に基づく
産業の再配置政策、いわゆる外来型開発であった。
しかし 1970 年代半ば以降、企業のグローバルな立
地展開がはじまると、一国ケインズ主義的な地域再
分配を進める地域開発政策の諸前提が揺らぎ始めた。
労働集約的産業は海外へシフトし、国内に継続的立
地を望める産業や経済活動としては、知識集約型産
業やサービス業、あるいはマザー工場や研究開発施
設というポスト工業化の時代が訪れた。これを受け
て、日本の地域政策の重点振興分野は先端産業部門
へと移行する一方で、そうした先端部門の立地展開
はあらゆる地域で見込めるわけではないので、立地
環境整備の対象地域から外れるような後進的地域に
対しては、自助努力による内発的発展を積極的に奨
励する方針が打ち出された（例 , 1980 年代に広まっ
た一村一品運動の奨励 , 岡田・2005）。
先端産業部門に注目した地域開発政策の事例とし
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て、「技術立国」を目指す国際競争戦略の一環として
1983 年に成立した「高度技術工業集積地域開発促進
法」（テクノポリス法）、およびこれを基礎に展開した
テクノポリス政策を挙げておこう。テクノポリスと
は、「地域の文化・伝統と豊かな自然に先端技術産業
の活力を導入し、『産』（先端技術産業群）『学』（学術
研究機関・試験研究機関）『住』（潤いのある快適な生
活環境）が調和したまちづくりを実現することによ
り、産業構造の知識集約化と高付加価値化の目標（創
造的技術立国）と 21 世紀へ向けての地域開発の目標
（定住構想）とを同時に達成しようとする戦略である」
と掲げられた（宮本・横田・中村編・1990, p.285）。
ここでは、経済や産業成長の視点だけではなく、地域
の生活の質や文化と経済活動との融合を意識したポ
スト工業化段階の新たな政策構想が謳われている。し
かし現実には、地域ごとの教育・研究開発基盤の拡充
とともに、社会インフラ開発を通じた企業の立地環境
の整備に重点が置かれ、地域外から先端産業部門を誘
致する、いわば知識経済時代の外来型開発政策として
展開した（同上 , p.286ff.）。また、先端産業部門内の
産業的異質性（例えば、ラディカル・イノベーション
産業と漸進的イノベーション産業）や、テクノポリス
構想のモデルとされた米国シリコンバレーのような
自由主義的市場経済制度と我が国のような企業シス
テムにもとづく調整型市場経済制度との異質性、そし
て個別地域や国の制度条件を踏まえた地域的制度的
仕掛けの可能性といった、発展論的な比較制度的視点
は盛り込まれていなかった。
2000 年代初旬に先端産業部門の地域振興政策とし
て期待された産業クラスター政策の中にも同様の課
題を見て取れる。この政策の理論的バックグラウン
ドとなったマイケル・ポーターの産業クラスター理
論は、中村（2008a）が鋭く指摘するように、米国シ
リコンバレーを典型とするハイテク専門特化企業の
選択と集中に基づく競争と協力関係、および自由主
義的な市場競争制度（例 , 流動的労働市場や直接金融
制度、等々）を最適な制度として前提している。従っ
て、我が国の多くの地域経済において見られるよう
に、大企業を頂点とする独立企業型産業システムが
支配的な地域経済の場合、単純に産業クラスターモ
デルを適用しても、シリコンバレーのような多様な
専門中小企業が叢生する地域ネットワーク型産業シ
ステムは容易に形成されないという現実があった 10）。
今日、地域政策の主軸に据えられているのは、個
別地域ごとに試験的に規制緩和（あるいは構造改革）
を進める特区構想である。2010 年に閣議決定された
「新成長戦略」に盛り込まれ、翌年以降に施行されて
いる「総合特区制度」（および「環境未来都市」制度）
は、2003 年にはじまった「構造改革特区」戦略を継
承し、より多様な規模と産業の地域経済を対象とす

る枠組みへと拡大したものである。「総合特区制度」
の対象地域は、国民経済の成長エンジンを創出する
「国際戦略総合特区」と地域資源の効率的活用を目的
とする「地域活性化総合特区」に分類される。2011
年 12 月 22 日の第一次指定段階では、前者に、ハイ
テク産業部門を中心とする大都市地域 7区域、後者に、
環境・エネルギーから観光、農業、教育・子育て、医
療・介護など多様な産業部門を対象として、大都市
から地方中核都市、周辺地域を含む 26 区域が選定さ
れている。また、同様の取り組みとして、エネルギー
政策や超高齢化社会への対応策を実験する「環境未
来都市」を提案し、東北太平洋沿岸部の諸地域に加
えて、北海道・下川町（人口約 3,500 人）から富山県・
富山市（42 万人）、神奈川県・横浜市（369 万人）といっ
た規模の異なる 11 地域が指定されている 11）。
確かに、総合特区政策は、ポスト工業化段階の本
格化を迎えて、移輸出主導型産業だけではなく内需
主導型産業を含めた多様な産業分野に注目するとと
もに、大都市地域だけではなく、地方都市、農村地
域も対象とした地域経済を発展単位とする新たな地
域政策の展開と思われるかもしれない。しかし実態
としては、選定された少数の特区エリアにおける法
人税の軽減、緑地規制や建築基準法の緩和など一元
的な規制緩和政策を目玉として、これに加えて、一
部の適合的地域から新たな規制緩和を試行した上で、
他地域へと広めていく試験的な規制緩和政策がとら
れている。すなわち、規制緩和を進めて自由主義的
な市場競争制度を拡大すれば自ずと経済成長が達成
されるという、ある種の「万能モデル」が想定され
ている（参照 , 第 I章）。そのため、本稿で検討して
きた制度重視の地域経済研究が注目するような、地
域経済の多様な発展資源に根差して、地域レベルの
制度的仕掛けを通じた発展戦略を見出す方向とは相
反するものである。それは、例えば、農業や医療、環
境といった特定分野の市場開放・規制撤廃を求める
立場から、その突破口として地域経済を利用しよう
とする意図が見て取れよう。
ここまで我が国の代表的な地域政策を簡単に概観
してきたが、そこに貫通する特徴として、主に米国
シリコンバレー・モデルや自由主義的市場経済制度
を最適な制度モデルに位置付ける、ある種の「万能
モデル」指向の政策思想が通底している。それは、
EUにおいて個別地域の制度条件をベースとしながら、
多様な地域経済の発展を実現する政策的支援を求め
ていく方向性とは異なるものである。また EEGが提
起したような、地域経済の多様な発展経路に規定さ
れながらも、新経路を創出していく可能性、あるいは、
GPEや LGA、CRIAの諸研究が実証するような、地
域経済レベルの制度的実験や制度拡張を通じて、外
部資本の地域的埋め込み・地域主体化を促したり、企
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業組織や国民経済レベルの制度的制約を地域経済と
いう単位から突破していく可能性など、制度重視の
地域経済研究における成果が十分に共有されている
とは言い難い。我が国の地域政策においても、こう
した地域経済研究の到達点を踏まえた上で、地域経
済から新たな経済発展を創出するビジョンと政策的
支援の方法を追求していくべきであろう。

追記：本稿は、日本学術振興会平成 23・24 年度科
学研究費補助金（特別研究員奨励費）による研究成
果の一部である。

注

1） 他にも「複雑性理論」のメタファーに基づく新たな試
みも登場している。例えば、「創発性」（emergence）概
念の経済地理学への適応を試みた例としてMartin & 

Sunley（2011b）がある。
2） Martin（2010） に 対 す る 批 判 的 検 討 と し て、

International Journal of Urban and Regional 

Research誌の 2012 年第 36 号 1 巻で特集が組まれてい
る。これに対する反批判としてMartin（2012）も参照
のこと。

3） 「認知的近接性」とは、一般的に知られる地理的近接性
とは異なり、各々の知識や経験、規範、価値といった、
社会的・文化的な認知的距離を意味し、これが小さい
場合、相互交流や知識交換の可能性は高まると考えら
れている（参照 , 水野・2011, pp.72-3）。

4） Martin（2012）や山本（2012）が示唆するように、
GPEと称するグループには多様性がある。山本（2012）
は、新古典派経済学に対置するかたちで、GPEの特徴
を「特殊性・固有性重視」、「進化論的」、「重層的スケー
ル重視」、「（非経済的側面に配慮した）広義の「経済」」
と特徴づけた。本論で述べる通り、本稿が取り上げる
GPEとは、イギリスを中心とする制度派や進化論的経
済地理学、グローバル生産ネットワーク論など、隣接
するアプローチと積極的に交流し、新たな GPEの
分析枠組みの樹立を試みているグループである（例 , 

Cumbers & MacKinnon・2011; MacKinnon et al.・
2009）。もっとも、これらの潮流についても、山本（2012）
の規定した GPEの特徴に該当するものと思われる。

5） 例えば、Cooke & Morgan（1998）。中村（2004）にお
いても、地域経済・地域社会・地域政治および地域文化・
環境の相互作用によって形成される「地域政治経済シ
ステム」の多様性と動態を明らかにする試みがある。

6） Crouch & Voelzkow eds.（2010）では、この他にも、
スウェーデン南部 Älmhultで誕生した IKEA社、東部
ドイツ・Zwickauに進出したVolkswagen社の生産工場、
ハンガリー・Gy rに進出した Audi社の生産工場の分
析を通じて、グローバル企業が国や地域に左右されな
い独自の企業制度を進化させている実態も明らかにさ
れている。

7） 「経路修正」（path modification）とは、現在は過去か

ら規定されるという経路依存性を打破する方法として、
急激な「経路転換」を図るのではく、既存経路の延長
上に、創造的な制度的仕掛けを局所的に講じることで、
漸進的に発展経路の規定性から解放され、新しい経路
を切り拓いていくプロセスを含意する。筆者の知る限
り、この概念を制度研究の文脈において初めて用いた
のは中村（2008a）である（p.50）。

8） Casper（2007）についても、シリコンバレーにおける
経験をもとにして、ラディカル・イノベーション型産
業の発展条件となる類似した制度的分析領域が提示さ
れている。Casper（2007） と遠藤（近刊）の違いは、
前者では、解決すべき制度問題が企業組織のマネジメ
ント論に終始しているのに対して、後者では、企業組
織を含む地域の多様な諸主体の相互作用を通じた地域
ガバナンスの問題として捉えている。

9） ただし著者等は、The Danish Spirit Factory社の事例
のように、地域レベルの実験的な制度的取り組みに対
して、国家的に支援するケースは未だ例外的と述べて
いる（p.133）。

10） 日本の地域政策を展望した先行研究として、政府の国
土構造審議会の委員を務める山崎（2011）を挙げておく。
同氏は、人口減少時代やグローバル競争化時代に対応
した地域政策の必要性を訴えて、地方中核都市を核と
した広域的な生活圏の形成、グローバル化に対応した
港湾や空港といった社会資本整備、地場産業や国際的
な産業クラスターの形成、観光戦略を軸としながら、
地域再分配的な政策に依存しない自律的な経済構造を
形成することが地域政策の課題と指摘している。そこ
に、本稿で論じてきたような、産業発展にかかわる日
本の特殊的な制度構造の課題、および、それを地域経
済レベルの制度的仕掛けを通じて突破していく可能性
や政策的支援の方法については考慮されていない。

11） 和泉洋人（2011），「地域の活性化と「総合特区制度」」『地
域開発』，2011・5 ; 国家戦略室（2012），「日本再生戦略
～フロンティアを拓き、「共創の国」へ～」，平成 24年 7
月 31 日閣議決定 ; 同資料 3，「日本再生に向けた地域活
性化の取り組み」，http://www.npu.go.jp/policy/ policy04/
pdf/ 20120510/ shiryo3.pdf, 2012 年 9月アクセス。
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